
   

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
網走商工会議所（法人番号  ３４６０３０５００１４８７） 

網走市（地方公共団体コード ０１２１１４） 

実施期間 令和 8 年 4 月 1 日～令和 13 年 3 月 31 日 

目標 

【人手不足対応（生産性向上）】省力化が進み、労働生産性が改善さ

れ、残業時間の削減を目指す。【物価高対応】物価高で収益圧迫が続

く中、売上と利益の持続的向上を図る。【地域資源（特産品、観光資

源）を活用した新たな価値の創出継続】当地域の強みを活用した商品

やサービスを生み出し、地域の付加価値を向上させる。【事業承継と

創業者の増加】高齢の経営者が行う地域や顧客に求められている事業

の引継ぎを進めるとともに創業者を増やし地域の活力を生み出す。 

事業内容 

１．地域の経済動向調査に関する事 

地域内の景気動向や業界動向を把握するとともに他機関が行う調査

データを複合的に調査、分析することで小規模事業者の現状、課題の

抽出を行い経営支援に活用していく。 

２．需要動向に関する事 

特産品開発に関する支援事業者に対し、２次データを有効活用しつ

つ、消費者の生の声を収集しフィードバックを行う。 

３．経営状況の分析に関する事 

経営セミナー、個別相談会等を通じて小規模事業者の経営分析を支援

する。 

４．事業計画策定支援に関する事 

上記１，２を行った小規模事業者を対象に、計画策定支援を行う。ま

た、創業者に対し計画策定支援等を行う。 

５．事業計画策定後の実施支援に関する事 

事業計画策定後、個社の状況に応じてモニタリングを行うと共にフォ

ローアップを実施する。 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関する事 

販路拡大のための手段として、ＷＥＢ、展示会出品を進め、売上向上

の支援を行って行く。 

連絡先 

網走商工会議所 振興課  

〒093-0013 北海道網走市南３条西３丁目  

ＴＥＬ：0152-43-3031 ＦＡＸ：0152-43-6615   

Ｅ-ｍａｉｌ：info@a-cci.or.jp  

網走市 観光商工部 商工労働課  

〒093-8555 北海道網走市南５条東１丁目１０番地  

ＴＥＬ：0152-67-5513 ＦＡＸ：0152-43-5404   

Ｅ-ｍａｉｌ：ZUSR-KK-SHOKO@city.abashiri.hokkaido.jp 



 
 

（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標  

（１）地域の現状及び課題 

①地域の現状 

①―１．管轄地域について 

商工会議所は、原則として市町村を単位として設置されます。網走市に所在する網走商工会議所

は、網走市を管轄地域としています。  

 

① ―２．立地 

網走市は、北海道の東に位置し、オホーツク海に面しています。世界自然遺産の知床や阿寒、大雪

山の３つの国立公園に囲まれた網走国定公園の中心にあります。面積は 47,100ha。森林・原野・畑が

総面積の 7割を占めます。また、名勝「天都山」や大小５つの湖を有し、オホーツク海に注ぐ一級河

川である「網走川」が街の中心部を流れ、四季折々、美しい景観をつくり、自然に囲まれた中に宅地

や商工業地域があります。 

 



 
 

① －③人口 

網走市の人口は右のグ

ラフ（出典：RESAS）のと

おり１９８０年の４４，

７７７人をピークに一貫

して減少が続いていま

す。今後、総人口は、生産

年齢人口ともに減少傾向

である一方、老齢人口は

今後横ばいから微減傾向

にあり、高齢化率は一層

進む傾向にあります。 

  

 

① ―④交通 

  網走市は、日本地図

上、地理的に端の方にあ

ります。 

Ａ．陸路 

国道・北海道道・市道で道路

網が構成されています。高速自

動車国道が網走市まで直結して

おらず、陸路の物流面で不利と

なっています。 

Ｂ．海路 

地域の特産品である小麦や水

産品が移出されるほか、化石燃

料や原木が輸入されます。年に

数回ですが、客船も停泊しま

す。 

Ｃ．空路 

車で約 25分の距離に位置す

る隣町の北海道大空町に飛行場

があり、東京、札幌を中心に行

き来をしており、オホーツク地

域観光の玄関口となっていま

す。（2024 年度利用者数約 80

万人） 

Ｄ．鉄道 

JR 北海道網走駅があり石北線、釧網線の 2路線が乗り入れる乗換駅となっています。学生が通学

で使うほか、旅行者も利用します。 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

① ―⑤産業と地域の強み 

以下に網走市の産業大分類別の就業者数の推移（2021 年、2016 年比較）を示します。（出典：

RESAS） 

 
上記の表のとおり、2021 年の網走市では就

業者数は【卸売業、小売業】が最も多く、次い

で【医療福祉】、【製造業】が多くなっていま

す。就業者数は 5年間で 9.2％減少、業種によ

っては増加と減少がみられますが、就業人口の

多い業種である【宿泊業、飲食サービス業】、

【卸売業・小売業】、【建設業】で大幅な減少が

見られます。 

右のグラフは、日本産業分類大分類の業種別

付加価値額（％）を網走市と全国で比較して表

示したものです。（出典：RESAS、網走市）網走

市は【製造業】（特に食料品）、【建設業】、【医

療、福祉】が付加価値を生む業種ですが、全国

と比較した時には、【製造業】、【建設業】に加

えて【複合サービス業】（特に漁業協同組合、

農業協同組合）、【運輸業・郵便業】、【農林漁

業】に強みを持った地域です。1次産業を起点

に地域の特産である農産品や海産物を製造加工

し、またはそのままの状態で各地域に配送する

という経済構造が他地域と比較したときの強み

です。なお、データには表れていませんが、「流氷」観光があるなど観光関連サービスにも強みを持

っています。 



 
 

① ―６．地域資源 

Ａ．農業漁業資源 

網走市は、全国に比べ、農業、漁業、食料品製造業が盛んです。農業、漁業では収穫したものを 

そのまま他地域に出荷または冷凍など低次加工して出荷することが多い状況です。 

食料品製造業はでんぷん、枝肉、冷凍製品など低次加工による出荷が多くを占めており、直接消

費者に販売する形での出荷は少ない状況ですが、近年では行政等の積極的な取り組みによって、高

級魚の干し物「キンキの開き」やワカサギの佃煮、土産品の「ホタテ二ポポ」、地元産の大麦麦芽や

流氷を仕込み水に使用した「クラフトビール（発泡酒）」などの高次加工の取組も増えてきていま

す。一方で気候変動の影響により１次産業の特産品が変わっていくリスクもあります。 

 

・農業（出典 網走市市勢要覧 令和 5年度） 

生産額：農産物 115億円、畜産物 263 億円 

主な物：農産物（麦類、てん菜、馬鈴しょ）、畜産物（牛、豚、鳥） 

農産物加工生産：枝肉（牛・豚）、ブロイラー、でん粉、わさびなど 

・漁業（出典 網走市市勢要覧 令和 5年度） 

生産額：外海 136 億円、内海 4億円 

主な物：外海（鮭、ホタテ、すけとうだら）、内海（しじみ貝、わかさぎ、しらうお） 

水産加工の状況：冷凍製品、魚卵製品、飼肥料、干製品など 

網走市では、農業・漁業ともに地域資源のブランド化や新商品開発の事業を進めており、地域特 

産品を市外にＰＲしています。 

 

Ｂ．観光資源 

 網走市には１年間に約１４４万人（令和 5年度）、

１日平均すると、約４千人の観光客が訪れます。次

のような観光資源を保有しています。 

・歴史・文化スポット 

 博物館網走監獄、北海道北方民族博物館、モヨロ

貝塚館、網走市郷土博物館など 

・自然体験 

 流氷観光船の運航、クジラ・イルカネイチャーク

ルーズ、天都山展望台、能取岬、網走湖など 

 

 これらの観光資源を活用したイベントも年に複数

回開催し、観光客が網走に来る要因になっていま

す。 

右上のグラフは、網走市の月別観光客の推移ですが、冬の流氷観光と夏の自然体験、歴史・文化

スポット巡りが牽引しています。 

 

① －７．地域の労働生産性について 

 右のグラフは、当地域の網走市、北海

道、全国を比較した、労働生産性の推移

（2012 年、2016 年、2021 年）【出典 

RESAS】です。全国、北海道に比べ、網走

は労働生産性が低い状態が続いています

し、その差が年々開いていることが分かり

ます。現状の労働生産性の低さは問題であ

ることが想定されます。 

 



 
 

① ―８．地域企業の経営課題と経営者の状況について 

 網走商工会議所では、4半期

ごとに網走市の景気動向調査

を実施しています。景気動向

調査では毎回、事業者の経営

課題の確認を行っています

が、昨年度（令和 6年度）実

施した４回の調査について経

営課題別に合計しますと、右

のグラフのとおりとなりま

す。 

 地域事業者の一番の課題は

人手不足、次に諸経費増、人

件費増という結果です。この

背景には、地域の人口減少以

上に生産年齢人口が減少していることと、近年の物価高、最低賃金の継続的な引き上げが主な要因

と分析しています。 

 

なお、現状の経営者の状況として、高齢化の問題があります。網走商工会議所会員事業所である

893 事業所（令和 7年 11 月末日現在の数値）の内、34.6％が 60 歳以上の経営者です。小規模事業

者のみで統計するとこの割合はさらに高く、38.8％となります。少子高齢化と同様、経営者の高齢

化も進んでいます。 

令和 4年度に行った事業承継に関する網走商工会議所のアンケート調査（回答数 250 件）では、

後継者が決まっている経営者は 23％に留まっています。また、後継者がおらず廃業を検討している

企業が 19％にも及んでいます。 

事業承継を行う上で困っていることについてのアンケート結果では、以下のグラフのとおり【事

業の継続や先行きが不安】という回答が最も多く、将来に向かって明るい未来を描けていない経営

者の心が現れている状況です。

 
 

 



 
 

②地域の課題 

現状から、網走市においては経営環境が厳しくなっていくことが予想されます。今後、当地域の

小規模事業者が持続的発展のためには次の課題解決に取り組むことが必要です。 

○課題１ 縮小する地域内市場と就労人口減少への対応強化 

○課題２ 高齢の経営者が行う地域や顧客に求められている事業の引継ぎ 

○課題３ 地産品、観光資源を活用した付加価値向上 

〇課題４ 継続的な省力化による経営力の向上 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①網走市総合計画の本計画に関連する部分について 

網走市総合計画(平成 30年度～令和 8年度)では、地域の商工業は人口減少・少子高齢化、大都市 

圏への人口や資本の集中から、網走市の経済の疲弊が加速することを懸念材料としています。この

ような中、観光客などの交流人口の拡大により人口減少の影響の緩和が期待されており、現在でも

地域の観光資源を活用した取組を行っています。 

総合計画では、観光・商工業・産業振興について、今後の取組の方向性として、以下表のとおり

目標を掲げています。 

 

 これらの施策は、本計画で示した課題解決のために進む方向性が一致しており、引き続き網走市

と連携しながら取り組むことが重要であると考えております。 

分野 基本方針 施策区分 施策内容

Wi-Fiや外国語対応等の環境整備

人材育成を含めたホスピタリティの向上

交通アクセスの円滑化

地域資源を活用した観光価値の高付加価値化

観光消費額の拡大

地域の魅力の戦略的な発信 効果的な情報発信とプロモーションの展開

広域も含めた地域連携の強化

誘客や滞在促進につながる広域・拠点周遊観光の促進

多様な関係者との連携による新たな観光地域づくり

中小企業の経営強化、支援の充実

人材確保、育成の推進

中心市街地の活性化

網走駅周辺の活性化

魅力ある沿道商業ゾーンの形成 消費者ニーズに対応した魅力ある商業ゾーンの形成

企業立地に係る環境整備

企業誘致の促進

新エネルギーの利用促進 再生可能エネルギーの利活用促進

ものづくり支援の充実

商品等のPR促進

ふるさと納税制度を活用した特産品PR

地場産品の市場開拓、販路拡大の推進

１次産業、研究機関、金融機関など多様な連携

東京農業大学との連携強化

人材の育成

創業支援 起業化、新たな事業化に対する支援の充実

誰もが訪れたい

魅力ある観光の

まちを

  目指します

観

光

商

工

業

産

業

振

興

地域特性を活か

したさまざまな

連携による新産

業の創出を目指

します

中小企業の経営

強化を図るとと

もに、にぎわい

のある商業地の

形成を

  目指します

ブランド化と高付加価値化の促進

国内外の販路拡大に向けた支援

6次産業化、農商工連携の推進

観光客の利便性向上

地域の魅力向上と観光資源の

磨き上げ

多様な連携による観光の推進

中小企業の振興

都市拠点としての機能の強化

新たな企業誘致を促す環境整備



 
 

② 地域での小規模事業者の役割と今後への期待 

網走市の小規模事業者は、地域に密着し、顧客ニーズに対して大手企業には難しいきめ細やかな

サービスで手助けすることや経営判断の素早さやによって地域の活力を維持する役目を担っていま

す。その他にも雇用を支える存在であるとともに、地域の活気を生むイベントやコミュニティに積

極的に参画しています。 

今後も小規模事業者の振興は地域のために需要なテーマとなります。 

 

③ 今後１０年程度の期間を見据えた支援の考え方 

今後、数年間は、人口推移について、老齢人口は横ばいで推移しますが、生産年齢人口の減少が

著しくなることが想定されています。地域内需要も徐々に減少していくと考えられますが、生産年

齢人口の減少と経営者の高齢化に伴う事業の廃業が相まってサービスの供給が需要減少以上のスピ

ードで減り、人手不足の課題が顕在化することが想定されます。さらに１０年程度の先を見越して

長期的に考えた場合、地域内の総需要が減り続け、販路開拓や得意先の確保が新たな経営課題が生

まれることを想定しています。 

 

④小規模事業者の振興のあり方 

Ａ．人手不足対応（生産性向上） 

１０年後における地域のあるべき姿：自動化設備と業務標準化により、労働生産性を向上し、繁

忙・閑散の変動にも少人数で安定稼働する姿。 

 

設定した理由：採用難については 10 年先も常態化することを想定し、人員が増加しなくとも繁忙・

閑散の変動吸収力の強化が必須。プロセスの可視化と自動化の併用で品質・納期・コストを同時に

改善し、生産性を向上させ、賃上げ原資を生むことで厳しい環境下でも採用を促進し地域の小規模

事業者がそれぞれの役割を承継するため。 

 

Ｂ．物価高対応 

１０年後における地域のあるべき姿：事業者自身が現状分析を行い、環境分析を行うことができる

ようになり、継続する物価高の環境にあっても適切なマーケティング・ミックスを設計し顧客に選

ばれ続ける姿。 

 

設定した理由：今後、賃金上昇、物価上昇が継続的に発生していく中で、小規模事業者が持つ早い

判断力や顧客へのきめ細かな対応などの強みは、適切な自己分析や環境分析が相まって効果を発揮

する。小規模事業者が高い角度で自身の利益を生む経営戦略の選択をし続けることができるように

なるため。 

 

Ｃ．地域資源（特産品、観光資源）を活用した新たな価値の創出継続 

１０年後における地域のあるべき姿：網走地域の農産物や海産物といった特産品や観光資源が気候

変動により変わっていくことがあったとしても、変わらない地域資源として複数存在する人文観光

施設等との連携をし続ける中で新たな価値を生み出し、地域の付加価値を高め、地域物産の他地域

への販売や観光需要も取り込む地域内好循環を実現する。 

 

設定した理由：人口減少で域内需要が縮小するとともに気候変動で栽培に適した農産物や獲れる魚

の種類が変わっていく中、顧客に求められる商品やサービスを開発し続けるとともに、地域のブラ

ンディングと高付加価値化により外需を獲得し続けられるようになるため。 

 

Ｄ．事業承継と創業者の増加 

１０年後における地域のあるべき姿：事業承継を円滑に進めつつ新たな創業者を育む支援機関が中

核となり、地域資源を活かした多様な産業が共存する姿。金融・人材・技術支援を一体的に提供



 
 

し、若者や移住者が挑戦できる環境を整えることで、持続可能な経済循環と地域コミュニティの活

力を高め、次世代へと誇れる都市像を築く。 

 

設定した理由：事業承継と創業支援を同時に進めることは、地域経済の持続性を確保するために不

可欠。承継が滞れば既存産業が衰退し、雇用や技術が失われます。一方で新たな創業者を育成すれ

ば、地域資源を活かした革新が生まれ、人口減少下でも活力を維持できます。支援機関が両者を結

び付けることで、安定と挑戦が共存する地域社会を築けます。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

Ａ．人手不足対応（生産性向上） 

支援計画の認定期間（５年間）の目標：  

 ＫＧＩ：労働生産性 10％改善、残業時間 30％削減 

 ＫＰＩ：自動化設備導入 10件、標準作業書整備 10件、スキルマップ運用 10件 

 設定した理由：生産性向上、残業削減は人手不足の解決に最も重要なポイント。設備導入、標準

化、スキルの見える化のＫＰＩは現場改善に直接つながるものであり、成果への因果を明確にでき

るため。 

 

Ｂ．物価高対応 

支援計画の認定期間（５年間）の目標： 

 ＫＧＩ：売上 10％向上、営業利益の 5％向上 

 ＫＰＩ：事業者の現状分析件数 20 件、環境分析件数 20 件、経営戦略立案 10件 

 設定した理由：物価高で収益圧迫が続く中、売上と利益の持続的向上を図るため、現状分析と戦

略立案数を数値化し、支援効果を客観的に検証できる指標であるため。 

 

Ｃ．地域資源（特産品、観光資源）を活用した新たな価値の創出継続 

支援計画の認定期間（５年間）の目標： 

 ＫＧＩ：観光関連売上 10％増、平均滞在時間 10％増 

 ＫＰＩ：観光客向メニュー造成 2本、体験商品造成 2本 

 設定した理由：地域資源を活用したメニューは観光滞在時間や売上は地域の付加価値に直結する

ため。 

 

Ｄ．事業承継と創業者の増加 

支援計画の認定期間（５年間）の目標： 

 ＫＧＩ：年間創業件数 10 件、創業者 5年生存率 70％、事業承継完了 5 件 

 ＫＰＩ：創業計画策定 10 件、創業者補助金採択 10 件、承継診断実施 20社 

 設定した理由：地域経済の持続的成長には既存事業の承継と新規創業の両立が不可欠。創業件数

や生存率を数値化することで挑戦環境の整備状況を測り、承継診断や補助金採択を通じて支援効果

を可視化し、地域全体の安定と活力を確保するために設定。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 



 
 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和８年４月１日～１３年３月３１日） 

（２）経営発達支援事業の内容 

①人手不足対応（生産性向上）  
達成方針１：自動化設備導入支援（目標：５年間毎年１０件導入） 
人手不足が深刻化する現場では、単純作業や繰り返し業務を自動化することが最も効果的な解決

策です。支援機関は導入費用の補助や技術的な相談窓口を設け、事業者が安心して設備投資を行える

環境を整えます。これにより省力化が進み、労働生産性が短期間で改善され、残業時間の削減にも直

結します。  
設定した理由：自動化は人員不足を直接補い、労働生産性を短期間で改善できるため。  
 
達成方針２：標準作業所の整備（目標：５年間毎年１０件整備）  
作業手順を統一化し、属人化を防ぐために標準作業書を整備します。支援機関はマニュアル作成や

研修プログラムを提供し、誰でも一定水準の成果を出せる仕組みを構築します。これにより業務効率

が向上し、残業時間の削減や品質の安定化が実現します。新人教育の時間短縮にもつながり、人材不

足下でも安定した生産活動を維持できます。  
設定した理由：標準化は効率を高め、残業削減や品質安定に直結するため。  

 
達成方針３：スキルマップの運用（目標：５年間毎年１０件導入）  
従業員の技能を体系的に見える化し、教育計画を策定します。支援機関はスキル評価の仕組みを提

供し、適材適所の配置や効率的な教育を可能にします。これにより少人数でも高い成果を発揮でき、

人手不足の影響を最小化できます。さらに従業員のキャリア形成にも寄与し、定着率向上やモチベー

ション維持にもつながります。  
設定した理由：人材の適正配置が可能となり、少人数でも高い成果を出せるとともに多能工化を進め

られるため。  
 

② 物価高対応  
達成方針１：現状分析の徹底（目標：５年間毎年２０件実施）  
物価高によるコスト増の影響を明確化するため、収益構造を詳細に分析します。支援機関は財務デ

ータの整理や課題抽出を伴走し、事業者が自社の状況を客観的に理解できるようにします。これによ

り改善余地を具体的に示し、戦略立案の基盤を築きます。  
設定した理由：課題を数値で示すことで改善余地を具体化し、戦略立案の基盤となるため。  
 
達成方針２：環境分析の実施（目標：５年間毎年２０件実施）  
市場動向や競合状況を調査し、価格転嫁や新市場開拓の可能性を探ります。支援機関は外部環境の

情報を提供し、事業者が柔軟な対応策を導き出せるよう支援します。これにより収益改善の道筋が明

確になり、物価高の影響を乗り越える力を養えます。  
設定した理由：外部環境を理解することで柔軟な対応策を導き、収益改善につながるため。  
 
方針３：経営戦略立案支援（目標：５年間毎年１０件策定）  
分析結果を基に売上増加や利益改善につながる戦略を策定します。支援機関は伴走型で戦略立案

を支援し、事業者の実行力を高めます。新商品開発や販路拡大、コスト削減など多様な施策を体系的

に整理することで、物価高の影響を克服し、安定した経営を実現します。  
設定した理由：戦略を伴走支援することで実行力が高まり、持続的成果を確保できるため。  
 
③ 地域資源活用（特産品・観光資源）  
達成方針１：観光客向けメニュー造成（目標：５年間毎年２本開発）  



 
 

地域食材を活かした新商品を開発し、観光客の消費を促進します。支援機関は事業者と連携して商

品開発を支援し、観光客の満足度を高めます。これによりリピーター獲得や地域ブランドの強化につ

ながり、持続的な観光需要を創出できます。  
設定した理由：観光客の消費を促し、地域の売上増加に直結するため。  
 
達成方針２：体験型商品造成（目標：５年間毎年２本造成）  
農業・漁業・観光資源を体験できる商品を企画し、滞在時間を延ばします。支援機関は企画やマー

ケティングを支援し、事業者が新たな収益源を確保できるようにします。これにより地域経済への波

及効果が高まり、地域全体の活性化につながります。  
設定した理由：滞在時間を延ばし、地域経済への波及効果を高めるため。  
 
④事業承継と創業者増加  
達成方針１：創業計画策定支援（目標：５年間毎年１０件策定）  
新規創業者に対し、事業計画の作成を支援します。支援機関は計画策定を伴走し、創業者がリスク

を把握し持続可能な経営基盤を整えられるようにします。これにより創業者の成功率が高まり、地域

経済の活力を維持できます。  
設定した理由：計画を持つことで持続可能な経営基盤を整え、成功率を高めるため。  
 
達成方針２：補助金採択支援（目標：５年間毎年１０件採択）  
資金調達を円滑にするため、補助金申請を伴走支援します。支援機関は申請書作成や事業計画のブ

ラッシュアップを支援し、採択率を高めます。これにより創業者の挑戦を後押しし、地域に新たな産

業が生まれます。  
設定した理由：創業初期の資金不足を解消し、事業の安定化を図れるため。  
 
達成方針３：承継診断の実施（目標：５年間毎年２０社診断）  
既存事業者に対し承継課題を診断し、後継者育成や承継計画を策定します。支援機関は診断結果を

基に具体的な支援策を提示し、事業の継続性を確保します。これにより地域経済の安定と持続的成長

が実現します。  
設定した理由：後継者育成や承継準備を整えることで事業継続性を確保できるため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

３．地域の経済動向調査に関すること 
（１）現状と課題 
 現状： 

  ・消費・観光・人流などの需要側データが点在しており、企業の新規事業・販促・創業・承継支

援に直結する形での可視化・共有が不足しています。 

  ・景況感を四半期ごとに把握しています。 

 

 課題： 

  ・調査結果が、個社伴走、補助金活用、販路開拓への活用が不足しています。 

  ・景況感の調査、分析、報告書作成に時間がかかり、経営指導員等の負担になっています。 

 

(２）目標 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

① 景気動向分析の公表回数 (四半期) 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

②地域の経済動向調査公表回数 (年次) - 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

 
(３）事業内容 
①景気動向調査の実施: 
調査対象：建設業、製造業、卸売業、小売業、サービス業（各 10～20 社） 
調査項目：業況、売上、採算、資金繰り、経営課題、設備投資、その他その時に必要な項目 
手法：オンラインフォーム（Google Forms）＋郵送アンケートを併用 
 効率化のため、オンラインフォームの回答数を増やす取り組みを行います。データ集計は、エク

セルで DI 値を算出します。 
目的：短期的な業況変化を把握し、経営課題の支援策を迅速に設計します。 

 
② 地域の経済動向調査（RESAS 等活用） 
調査対象：地域全体の産業別構成、付加価値額、各種市場動向 
手法：RESAS（産業構造、地域経済循環等）の機能を活用。そのほか、関係機関が発表している

地域の現状を表す数字（建築申請数、人口動態、観光動向等）を抽出し、作成します。 
目的：地域のマーケットを可視化することで、小規模事業者の経営計画策定を促します。 

 
（４）調査結果の活用 

・支援テーマの優先順位付け 

景気動向調査結果を基に、価格転嫁・資金繰りなどの重点支援を決定し、専門家派遣や補助金申

請支援に反映します。 

 手法： 

 ・景気動向調査の DI の集計と個別確認により、支援が必要な対象を特定し専門家派遣制度など

で支援します。 

・重点産業への集中伴走 

 RESAS 分析で抽出した産業に対し、販路開拓、補助金支援につなげます。 

 手法： 

 ・RESAS 分析で付加価値額の高い業種を抽出。 

 ・該当業種の企業リストを作成し、各種支援計画を策定。 

 

 

 



 
 

４．需要動向調査に関すること 
(１）現状と課題  
現状： 
・地域の市場動向調査は、これまで国や地方自治体が発表する 2 次データを活用する分析が多く、

小規模事業者の商品・サービスに対する市場ニーズや消費動向の把握は十分ではありません。 
・特産品や観光に関する認知度・購買行動の定量データが不足し、マーケットイン型の商品開発販

売戦略を活かせていません。 
課題： 
 ・2 次データ分析のみでは、顧客の意見や市場環境を反映した具体的な需要動向を把握できていま

せん。 
 ・ヒアリングやアンケートを含む地域の強みを生かした商品やサービスの市場調査を行い、事業計

画策定に役立つ分析が必要。 
 
(２）目標 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

① 試食、アンケート調査対象事業者数 1 者 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

(３）事業内容 
①試食、アンケート調査対象事業者数 
  地元イベントや道の駅などにおいて、来場者アンケートを実施し、調査結果を分析した上で事業

者へフィードバックすることで、地域商品やサービスの開発に資する。 
【調査方法】 
  地元観光施設等や地域支援団体が開催する物産販売の機会に、来場する消費者に対して、試食や

サービス体験アンケート調査を実施します。 
【調査項目】 

①味、②大きさ、③硬さ、④色、⑤価格、⑥見た目、⑦パッケージ等、特産品やサービス等に応

じて適切に選択します。 
【サンプル数】 

来場者 50 人 
【調査結果の活用】 

調査結果は、経営指導員等が事業者に直接説明する形でフィードバックし、さらなる改良等を行

います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

５．経営状況の分析に関すること 
(１）現状と課題  
現状： 
・経営状況は限定的で、財務の分析の把握に偏っています。経営計画を策定するためのそのほかの

分析が不足しています。 
・セミナー等について開催してきましたが、興味を抱かない事業者も多く、参加人数が少ない状況

が続いています。 
・経営に関する個別相談会を実施しており、現状分析の理解が深まっています。 

課題： 
 ・必要な分析を行い、経営計画策定まで至る小規模事業者を増やす必要があります。 
 ・セミナーの開催について、参加の裾野拡大と分析対象事業者の計画的な確保が必要であるととも

に、個別相談会への誘導が必要です。 
 
(２）目標 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

① 経営分析セミナーの開催 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 

② 経営に関する個別相談会の開催 18 日 18 日 18 日 18 日 18 日 18 日 

③ 経営状況の分析件数 20 件 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件 

 
(３）事業内容 
① 経営分析セミナーの開催:  
目的：参加者が自社データを用いて経営状況を可視化し、強み・課題・機会を自ら発見。分析の意

義と具体的活用法を体験し、個別支援につなげる入口を形成します。 
 募集方法：チラシ、HP、メール配信、SNS 告知、巡回・窓口相談時の個別案内、関係機関（金融

機関・支援機関）との連携で紹介します。 
 開催回数：年２回（各回定員２０名、計４０名） 
 内容：ローカルベンチマーク、経営デザインシート、経営計画ツール、SWOT、戦略検討 
② 経営に関する個別相談会の開催:  
目的：外部専門家を活用し、事業計画策定に関連するテーマの個別相談会を開催し、現状分析を行

うきっかけとします。 
対象者：セミナー参加者等から意欲・効果見込が高い、または補助金申請等を行いたい方を選定し

対象者とします。 
開催回数：年間 18 日実施 
内容：現状分析、デジタル化、環境分析、戦略策定 

③ 経営分析の内容:  
目的：意思決定に直結する財務指標と、競争優位・顧客価値・外部機会を統合分析し、施策優先順

位を明確化します。経営計画を実行可能な行動計画へと落とし込みます。 
対象者：セミナー参加者をはじめ、個別相談会利用者、補助金申請を希望する方などを毎年 30 名

選び、対象者とします。 
分析項目： 
 ・財務分析（直近 3 期）：収益性、生産性、安全性、成長性 
 ・非財務分析：商品・サービス、仕入・取引先、人材・組織、技術・ノウハウ、デジタル・IT 
 ・外部：商圏、市場、人流、競合、業界動向、法制度・補助制度、チャネル構造 
 ・市場・顧客支店：４P、４C、ペルソナ、購買理由・離脱理由、価格許容度、 
分析方法：ローカルベンチマーク、経営デザインノート、経営計画ツール、面接ヒアリング、資料

分析 



 
 

成果物：分析レポート、課題抽出シート、中期経営計画素案 
 
(４）分析結果の活用 
①小規模事業者支援への活用 
・事業計画策定への接続 
経営状況の分析結果（財務指標・ＳＷＯＴ・顧客構造・業務プロセス）を基に、小規模事業者ご

とに短期・中期・長期の改善策を明確化し、事業計画に落とし込みます。 
・短期（資金繰り）：資金繰り表の作成、支払・回収サイトの見直し、在庫圧縮、金融機関との調

整支援。 
・中期（販路）：強みを活かした販路開拓（ＥＣ導入、ＳＮＳ広告、展示会出展）、顧客リピート率

改善施策。 
・長期（設備投資）：省人化・省エネ設備の投資計画策定、投資回収期間の試算、補助金・金融支

援の活用。 
・ＫＰＩ設定と伴走支援 
粗利率、在庫回転日数などのＫＰＩを設定し、月次レビューで進捗確認。改善が遅れる場合は是

正策を提示しＰＤＣＡサイクルを回す。 
 
②内部での活用（商工会議所内） 
・情報共有とナレッジ化 
分析結果をデータベースツール TOAS で記録し、指導員間で共有。成功事例・失敗事例をケー

スバンク化し、支援の質を平準化。 
・研修・スキル強化 
分析手法（財務・ＳＷＯＴ・ＫＰＩ設定）やフォローアップの事例を内部打ち合わせで共有し、

指導員のスキル向上を図ります。 
 
③地域経済・政策連携への活用 
・地域課題の見える化 
分析結果を集約し、地域の小規模事業者が抱える共通課題を明確化します。 

・行政・金融機関との連携強化 
データを基に、補助金・保証制度・金融支援の提案を行い、政策形成や制度改善にフィードバッ

クします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

６．事業計画策定支援に関すること 
（１）現状と課題 
現状：これまで事業計画策定支援は経営状況の分析を実施し、希望した小規模事業者に対して分析結

果に基づき、顧客ニーズや地域経済動向調査、商品・サービスの需要動向を踏まえた経営分析は実

施しているものの、事業計画策定への具体的な支援には至らないこともあります。創業・事業承継

に関する計画策定支援も個別に対応していますが、アクションプランまでの策定まで至らないこ

ともあります。 
課題：事業計画策定の意義や重要性が小規模事業者に十分に浸透しておらず、セミナーの内容や支援

手法の見直しが必要です。創業や事業承継に関する計画策定支援を体系化し、小規模事業者の内発

的動機付けを行い、主体的に取り組む環境づくりが求められます。また、支援体制において、体系

的に取り組む仕組みづくりが課題です。 
 
（２）支援に対する考え方 
小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性をお話ししても、実質的な行動や意識変化を促

せる訳ではないため、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫するなどにより、５．で経営

分析を行った小規模事業者の 5 割程度／年の事業計画策定を目指します。 
また、持続化補助金の申請を契機として経営計画の策定を目指す小規模事業者の中から、実現可能

性の高いものを選定し、事業計画の策定につなげていきます。 
事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の競争力の維持・強化

を目指すほか、地域の創業者を増やすためのセミナーを行います。事業計画策定支援は、単なる知識

提供ではなく、小規模事業者の行動変容を促すことが重要ですので、以下のような支援方針を作成

し、体系的に支援を行っていきます。 
 
・経営分析を実施した小規模事業者のうち、年間 5 割程度が事業計画を策定することを目指す。 
・持続化補助金申請を契機とした小規模事業者に対し、実現可能性の高い事業計画策定を支援。 
・起業・創業、事業承継、新事業展開における支援に関する計画策定支援を体系化し、段階的に支援。 
・小規模事業者が自らの強み・弱みを認識し、課題に向き合う姿勢を育成。 
・経営指導員による対話と傾聴を重視し、最適な意思決定を支援する伴走型支援を実施。 
 
（３）目標 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

① 事業計画策定・DX セミナーの開催 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 

② 創業者向けセミナーの開催 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

③ 事業計画策定事業者数 10 件 15 件 15 件 15 件 15 件 15 件 

④創業計画書策定件数 5 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（４）事業内容 
①「事業計画策定・ＤＸセミナー」の開催 
目的：事業計画策定や DX を通じて、小規模事業者の生産性向上や付加価値向上に向けた支援となり

ます。小規模事業者それぞれの課題を確認し、業務効率化と販路拡大を図ります。 
支援対象：経営分析を終えた小規模事業者 
募集方法：チラシ、HP、メール配信、SNS 告知、巡回・窓口相談時の個別案内、関係機関（金融機

関・支援機関）との連携で紹介します。 
講師：中小企業診断士、IT コーディネーター 等 
カリキュラム：生産性向上につながる DX メニュー、戦略策定に必要な考え方と選択方法、アクショ

ンプランの作り方、戦略管理の方法 
参加者数等：各回定員２０名、計６０名 
成果指標：参加者数、ＩＴツール導入件数 
 
②「 創業者向けセミナー」の開催 
目的：創業希望者や後継者に対し、事業構想の具体化と事業計画策定を支援し、地域内での持続可能

な事業継続を促進する。 
支援対象：創業したい方、事業承継を考えており後継者候補がいる小規模事業者 
募集方法：チラシ、HP、メール配信、SNS 告知、巡回・窓口相談時の個別案内、関係機関（金融機

関・支援機関）との連携で紹介します。 
講師：中小企業診断士 等 
カリキュラム：創業マインド醸成、事業構想の整理、資金計画・販路戦略の策定 
参加者数等：定員２０名 
成果指標：創業件数、承継計画策定件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 
（１）現状と課題 
現状： 
・事業計画策定後のフォローアップは一部で実施しているものの、実施頻度・方法が統一されておら

ず、担当者や時期により訪問／面談回数・記録様式・評価指標が不定期となっています。 
・経営戦略・人材戦略・デジタル等に関する経営リテラシーの把握と段階別支援が不十分。 
課題： 
・フォローアッププロセス（頻度、様式、ＫＰＩ、記録管理）のフォーマット整備。 
・経営者の経営リテラシー水準を診断し、段階に応じた経営戦略・デジタル活用の支援を組み込むこ

と。 
・進捗不良時の効果検証と事業計画見直し（第三者の視点導入含む）のルール化。 
 
（２）支援に対する考え方 
・経営の自走化を重視し、コーチング・伴走支援により経営者自身が課題と解決策を見出すプロセス

を支援します。現場の当事者意識醸成のため、経営者と従業員の協働を促します。 
・事業計画を策定した全小規模事業者を対象としつつ、進捗・リスク・リソース状況に応じて支援強

度を最適化します。 
・進捗状況が芳しくない場合は、（ａ）目標・ＫＰＩ達成度の点検、（ｂ）ボトルネックの仮説検証、

（ｃ）事業計画の効果・検証を実施し、必要に応じて事業計画の見直し案（目標・ＫＰＩ・施策・

体制・スケジュールの再設計）を提案するほか、外部有識者等第三者の視点を投入します。 
・フォローアップでは、小規模事業者の経営リテラシー（経営戦略、人材戦略、知的資産、知的財産、

デジタル等）の習得状況を把握し、段階別の学習・実装支援を行います。 
・収集データの適正管理・秘密保持を徹底します。 
 
（３）目標 
 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

①フォローアップ対象事業者数 10 件 15 件 15 件 15 件 15 件 15 件 

②頻度（延べ回数） 90 回 120 回 120 回 120 回 120 回 120 回 

③売上・営業利益増加事業者数 5 件 5 件 5 件 7 件 7 件 10 件 

 
（４）事業内容 
事業計画を策定した小規模事業者を対象として、経営指導員が独自様式のフォローアップフォー

マットを用いて巡回訪問等を実施し、策定した事業計画が着実に実行されているか定期的かつ継続

的にフォローアップを行う。 
その頻度については、事業計画策定１５者のうち、８者は毎月１回、５者は四半期に一度、他の２

者については年２回とする。ただし、小規模事業者からの申出等により、臨機応変に対応する。 
なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断する場合には、外部専

門家など第三者の視点を投入し、当該ズレの発生要因及び今後の対応方策を検討の上、フォローアッ

プ頻度の変更等を行います。 
 
 
 
 
 
 



 
 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
（１）現状と課題 
現状： 
・地域内の小規模事業者は高齢化・ＩＴ知識不足・人材不足によりＤＸ推進が停滞しています。商圏

は近隣に限定され、ＥＣ・ＳＮＳ・データ活用が未着手の方が多いです。 
・展示会出展は実施しておらず、今後の販路拡大に必要。 
課題： 
・ＤＸ推進の理解促進と実装支援（ＥＣ、ＳＮＳ、ＣＲＭ、データ分析）の体系化が必要。 
・展示会出展を出展について検討し、事前・事後の販路戦略と顧客獲得計画を組み込む。 
・地域の重要課題における重点的に支援を行う業種（特産品活用の企業、観光産業）の新商品開発・

付加価値化を促進。 
 
（２）支援に対する方針 
・地域の重要課題を踏まえ、重点支援エリア・業種、対象者の設定： 
網走市では網走市総合計画の産業振興の施策として「地域資源のブランド化と高付加価値化の推

進」、「国内外への販路拡大に向けた支援」、「6 次産業化、農商工連携の推進」を進める計画であり、

これに準じて当地域の特産品や観光資源を扱う事業を対象者とする。 
・業種：地域資源活用型製造・販売業、観光サービス関連業 
・対象者：販路拡大意欲が高い小規模事業者 
・販路開拓支援：首都圏・展示会（オンライン含む）への出展を推進し、事前準備（商品選定・価格

戦略・販促資料）、出展中（陳列・接客）、事後（商談フォロー・受注管理）まで伴走します。 
・産官学連携：地域ブランドの醸成のため、行政機関や学校等と連携し、新商品開発・付加価値化を

支援します。生活関連事業の新メニュー開発・衛生管理・品質認証取得を支援します。 
 
（３）目標 

項目 現行 
R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

R12 
年度 

①展示会出展支援出展事業者数 - 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件 

売上額／者 - 30 万円 30 万円 60 万円 60 万円 90 万円 

②産学官連携による新商品開発・付

加価値向上・地域ブランドの向上 
- 1 者 1 者 2 者 2 者 3 者 

成約件数／者 - 2 件 2 件 4 件 4 件 6 件 

 
（４）事業内容 
目的：地域資源を活かした商品・サービスの付加価値向上と販路拡大を支援し、ＤＸを組み合わせ

ることで、持続的な需要創出と競争力強化を図ります。 
① 展示会出展支援 
課題：展示会出展を行っておらず地域の特産品の販路拡大が課題。 
手法： 
・事前準備：ターゲット市場分析、商品選定、価格戦略、販促資料作成 
・出展中：陳列・接客・商談サポート、ＳＮＳでリアルタイム発信 
・事後フォロー：商談記録管理、受注対応、次回展示会戦略策定 
・オンライン販路：ＥＣサイト構築、ＳＥＯ対策、ＳＮＳ広告運用 

 
② 産官学連携による新商品開発・付加価値向上・地域ブランドの向上 

課題：地域資源を活かした商品開発が停滞、差別化不足 



 
 

手法： 
・当地域にある東京農業大学や地元高等学校、行政機関と当地域で力を入れている特産品や観光資

源を活用した産業について、取扱い事業者と連携し、市場調査・試作・評価を実施します。 
・デザイン・パッケージ改善でブランド力強化 
・補助金活用支援（試作・設備導入）の実施 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 
（１）現状と課題 
現状： 
・令和 3 年に認定を受けた経営発達支援計画に基づき、期中において、取り組みの状況を三役会（会 
頭、副会頭、専務理事で構成）、常議員会、委員会で報告するとともに、事業の評価を年 1 回行っ 

てきました。また、著しく計画から離れたものについては、事業の見直しをし、修正しながら実行

をしてきました。 
・経営発達支援事業について、評価指標が定量化されていませんでした。 

 
課題： 
・ＫＰＩ・成果指標を用いた定量的評価の仕組みを構築する必要があります。 
・毎年度１回以上の評価・見直しの定期化と、結果をＨＰで公開する体制の確立。 
 
（２）事業内容 
１．定量的把握 
①成果指標： 
Ａ．人手不足対応（生産性向上）：労働生産性 10％改善、残業時間 30％削減 

Ｂ．物価高対応：事業者の現状分析件数 20件、環境分析件数 20件、経営戦略立案 10件、売上

10％向上、営業利益の 5％向上 

Ｃ．地域資源（特産品、観光資源）を活用した新たな価値の創出継続：観光関連売上 10％増、平均

滞在時間 10％増、観光客向メニュー造成 3本、体験商品造成 3本 

Ｄ．事業承継と創業者の増加：年間創業件数 10件、創業者 5年生存率 70％、事業承継完了 5件、

創業計画策定 10 件、創業者補助金採択 10 件、承継診断実施 20 社 

②データ収集：事業所訪問、フォローアップ時に情報を把握し、データ化します。 
 
２．評価手法 
・構成員に外部有識者、法定経営指導員、市町村担当者を含めた「評価協議会」を設置し、半期ごと

に進捗確認、毎年度１回以上の総合評価を実施します。 
・評価は５段階評価＋改善提案方式で、次年度支援計画に反映します。 
 
３．評価・見直しの頻度 
・年１回以上の総合評価と半期レビューを行います。 
・必要に応じて臨時協議会を開催し、地域の産業ビジョンにおける重要課題（ＤＸ推進、販路開拓、

地域での災害など）を議論します。 
 
４．結果の公表方法 
・評価結果はＨＰに掲載し、地域事業者が常時閲覧可能な状態を確保します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 
（１）現状と課題 
【現状】 
経営指導員等支援者向け研修は実施していますが、一般職員を含めた体系的な能力向上策が不足

しています。また、支援ノウハウが個人に依存し、組織内で共有する仕組みが未整備となっています。

また、DX 対応や課題設定力、BCP 対応など、新たな支援領域への知識習得が遅れています。 
 
【課題】 
・経営指導員と一般職員双方の支援スキルを計画的に向上させることが必要です。 
・職員内の支援能力の情報共有の仕組みを整備し、ノウハウを組織資産化が必要です。 
・小規模事業者が小さな成功体験を積み重ねる支援を行い、経営リテラシー向上と自律的課題設定力

の醸成に寄与する研修体系が必要です。 
 
（２）事業内容 
目的 
 経営指導員と一般職員の支援応力を体系的に高め、ノウハウ共有と OJT を通じて組織力を強化し

ます。さらに、小規模事業者が成功体験を積み、自ら考えるプロセスを支援することで、経営リテラ

シー向上に寄与します。 
 
① 外部研修・セミナーの計画的活用 
独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営する中小企業大学校が主催する経営支援者向けの研修 

会に全職員が年間 1 回以上参加します。主に、同大学校の旭川校での受講とし、研修は様々なテーマ

が用意されており、地域課題解決を支援するために必要な能力を養う研修（経営支援、事業計画策定、

DX 推進、コミュニケーション能力向上など）を学びます。 
 
② 専門家派遣制度を活用した学習 

網走商工会議所は、IT や事業承継などの専門的なアドバイスを行うために、その分野の専門家を 
招いて支援を行う専門家派遣事業を行っています。本計画では、年間１８日を予定しており、この機

会にできる限り経営指導員等が同席し、専門家の貴重なノウハウを習得する機会とします。 
 
③ 支援ノウハウの共有 
上記①、②で学んだ知識は、一般職員を含め経営指導員等支援担当者間で共有し商工会議所全体の支

援力の底上げを図ります。具体的には、毎月 1 回程度学ぶ機会を設け、支援手法のノウハウを共有し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和７年１２月現在） 

 

（１） 実施体制 

 
 

①関係市町村との連携体制 

当会、本市観光商工部商工労働課が連携し、地域の実情を踏まえた重要課題を設定するとともに、本

支援計画での支援方針を決定するため、年 1回、連絡協議を行う。 

 

②商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制 

法定経営指導員 1 名と経営指導員 2 名の体制で巡回指導を行う。経営指導員を小規模事業者ごとに

選定し、策定支援からフォローアップまで一体の支援体制を構築する。 

 

③定量的に実施状況を把握し評価を行う体制 

法定経営指導員 1 名、経営指導員 2 名、事務員 5 名の体制で、実施状況を定量的に把握し効果測定

を行う。上記で把握・検証した実施状況を当会と網走市の連絡協議会（年 1回開催予定）で評価する

とともに、次年度の支援内容の検討を行う。また、必要に応じて変更申請を行い、支援計画にも反映

していく。 

 

④ 経営指導員等の資質向上に係る体制 

当会職員向けに研修や勉強会等を開催し、DX化や生成 AI、財務諸表の分析手法、経営戦略、マーケ

ティング、起業・創業、事業承継、価格転嫁など適時専門知識の習得を図り、小規模事業者の内発的

動機付けを行うための事例共有等を行う。 

 

（２）商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第 5 項に規定する経営指導員によ

る情報の提供および助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏名 木村 久人 

■連絡先 網走商工会議所 ＴＥＬ．0152-43-3031 

 



 
 

②法定経営指導員による情報の提供および助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供などを行う。 

 

③広域経営指導員の当否 

申請書に記載の経営指導員・木村 久人は、施行規則第 7 条第 2 項に規定する広域経営指導員に該

当しない。 

 

（３）商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会議所 

北海道網走市南３条西３丁目 

ＴＥＬ：0152-43-3031 ／ ＦＡＸ：0152-43-6615 

Ｅ-ｍａｉｌ：info@a-cci.or.jp 

 

②関係市町村 

北海道網走市南５条東１丁目１０番地 

網走市 観光商工部 商工労働課 

ＴＥＬ：0152-67-5513 ／ ＦＡＸ：0152-43-5404 

Ｅ-ｍａｉｌ：ZUSR-KK-SHOKO@city.abashiri.hokkaido.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

必要な資金の額 4,450 4,450 4,700 4,700 4,950 

 

調査分析費 

専門家派遣費 

協議会運営費 

セミナー開催費 

チラシ作成費 

展示会出展費 

300 

1,800 

50 

1,500 

300 

500 

300 

1,800 

50 

1,500 

300 

500 

300 

1,800 

50 

1,500 

300 

750 

300 

1,800 

50 

1,500 

300 

750 

300 

1,800 

50 

1,500 

300 

1,000 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、伴走型補助金（2,000,000 円を想定）、北海道補助金、網走市補助金 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

 

 

  



１ 
 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 


